
1 
 

基本計画の工程表及びプロジェクトチームの基本的考え方 

 

平 成 2 3 年 3 月 3 1 日 

内閣府 経済社会総合研究所 

１．背景 

○公的統計の整備に関する基本的な計画（平成 21 年 3 月閣議決定。以下、基本

計画）の別表において、国民経済計算に関して 41 の課題が定められている。 

○基本計画の取組に関しては、統計委員会において取りまとめられた「平成 21 年

度統計法施行状況に関する審議結果報告書」(22 年 9 月)において、新しい年次

推計方法等の確立とシステムの構築に関し、①工程表の策定、②プロジェクト

チームによる対応の推進、の 2点について意見が提示されたところ。 

 

２．基本的考え方 

○「新しい年次推計方法等の確立とシステムの構築」の検討にあたっては、「基

本計画」における「年次推計方法に関する課題」のみならず、「基準年次推計

方法に関する課題」、「四半期推計に関する課題」、「統計リソースの確保及び有

効活用」等の各課題が幅広く関係する。 

○これらの各課題についての検討は、我が国の国民経済計算の今後の整備に関す

る方向性を踏まえたものとする。具体的には、以下の視点から検討を行う。 

①新しい統計環境への適合 

 ・経済センサス-活動調査の実施等産業関連統計の体系的整備について

各省庁で検討が行われていることを踏まえ、国民経済計算と一次統計

等との連携を強化するとともに、新たな一次統計等の下での推計方法

を検討する。 

②国際比較可能性の向上 

 ・93SNA における未対応事項への取組や、2008SNA の導入に適切に対応

し、国際比較可能性を向上させるための検討を行う。 

③推計精度のより一層の向上 

 ・供給・使用表の導入等の新たな推計手法の検討をはじめ、推計精度

のより一層の向上のための検討を行う。 

④提供データの充実等 

 ・ユーザーの利便性向上の観点から、政府財政統計等従来は推計・公

表をしていなかった事項の推計・公表に向けた検討を行う。 

資料２ 
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○限られた時間やリソースの下で、多くの課題を計画的かつ効率的に検討してい

くために、基本計画における課題について、相互に関連する一定のまとまり（課

題群）ごとに工程表を作成し、検討を着実に進める。（別添１） 

○検討体制については、統括的な責任を有する総括政策研究官（国民経済計算部

担当）の下で、責任者を明確にし、国民経済計算部の各課職員（関係省庁及び

民間企業からの出向者等を含む）と外部有識者が連携して検討を行うプロジェ

クトチームを編成することとする。（別添２） 

○一次統計等については、基本計画において内閣府が検討を行うこととされた事

項について、現時点での主な課題等を包括的に示すとともに、各種の検討を行

うなかで一次統計等との連携の必要が生じた事項については、その都度密接に

連携をはかることとする。（別添３） 

 

３．課題群の設定 

○課題群については、基本計画における各個別課題の相互関連性を踏まえ、11

のグループに分類する。 

○工程表においては、「新しい年次推計方法等の確立とシステムの構築」に直接

的に関係する５つの課題群である 

・コモディティ・フロー法の拡充（課題群 A） 

・経済センサス－活動調査への対応（課題群 B） 

・三面推計による精度向上（課題群 C） 

・供給・使用表による精度向上（課題群 D） 

・2008SNA の導入等（課題群 E） 

について具体的な検討スケジュールを明らかにする。 

○新しい推計システムの確立にあたっては、情報システムの改善も合わせて推進

しながら、データベースの共有化やマニュアルの整備等を通じた推計作業の操

作性、柔軟性及び透明性の向上を図る。 

○また、一次統計との連携等、その検討結果が「新しい年次推計方法等の確立と

システムの構築」に間接的に反映されるその他の課題群（a～f）についても、

同様の工程表を作成し、「基本計画」に基づいた取組を着実に実施していく。 

  



3 
 

 

「新しい年次推計方法等の確立とシステムの構築」にかかる課題群 

 

○直接的に関係する課題群 

 

A) コモ法、デフレーター等の現行推計の見直し（課題【14】【16】【18】） 

B) 経済センサス-活動調査(28 年予定)等に適合した年次推計の確立（課題【１】【2】

【23】【24】） 

C) 三面推計の実現による精度向上（課題【13】【25】【29】） 

D) 供給・使用表の導入による精度向上（課題【9】【11】【12】【15】） 

E) 93SNA の未対応事項や、2008SNA への対応（課題【7】【8】【10】【34】） 

 

○検討結果が間接的に反映される課題群 

 

a)  情報システムの改善（課題【40】【41】） 

b)  国際基準への準拠のうち優先度の高い事項等（課題【3】～【6】） 

c) 四半期推計の諸課題（課題【19】～【22】【25】【28】【29】） 

d) 一次統計との連携（課題【2】【17】【26】【27】） 

e) 財政統計の整備（課題【30】～【32】） 

f) ストック統計の整備（課題【33】【35】～【39】） 

 

(注)課題番号は参考資料（基本計画の抜粋）に対応。一つの課題が別々の課題群に属す

る場合がある。 

 

 



～22年度 23年度 24年度 25年度 26年度～ 次々回基準改定
27年度確報推計

　

コモ法の拡充
による非市場
産出の取り込
み

【16】
-③

デフレーター推
計についての
見直し

【18】

A

【14】

推計方法等の
見直しによる
SNA-IOと延長
表との整合性
確保

【16】
-①

コモ法と商品分
類の整合性確
保

【16】
-②

建設コモ法の
見直し

新しい年次推計方法等の確立とシステムの構築に関する工程表　（その１）

新しい年次推計方法等の確立とシス
テムの構築に係る基本的な進め方

検
討
結
果
を
直
接
的
に
「
新
し
い
年
次
推
計
方
法
等
の
確
立
と
シ
ス
テ
ム
の
構
築
」に
反
映
す
る
個
別
課
題
群

○海外動向の調査

○概念的な整理

○一次統計の収集・整理、関係省庁との連携

○推計方法の検討 ○試算値の作成・評価

○推計方法の精緻化

○推計プログラ

ム構築

○作業マニュアル

整備

新
し
い
年
次
推
計
シ
ス
テ
ム
の
確
立

別添１

17年基準改定

▼

○有識者による研究会への参加など経

済産業省との連携による検討

・作成目的や利用状況の違いの整理

・概念や計数の違いの整理

・基礎統計や推計手法の違いの整理

○必要に応じ、コモ法等の年次推計における

基礎統計や推計手法の見直しを検討

・検討結果を適宜17年基準改定に反映

○必要に応じ、コモ法等の年次推計における基礎

統計や推計手法の見直しを検討

・検討結果を適宜毎年の年次推計に反映

・検討結果を適宜次々回基準改定に向けた作業

へ反映

○17年基準改定に向けた検討

・基準改定における財貨・サービス別分類

の検討

○関係省庁との連携

○17年基準改定における対応

・基準改定における財貨・サービス別分類の検討

とそれに基づく推計作業の実施

○関係省庁との連携

○次々回基準改定に向けて、コモ法の商品分類

と改定日本標準商品分類との整合性の確保に

ついて検討の開始

○引き続き、関係省庁や関連する主要な統計の

検討状況も踏まえながら対応を検討

○次々回基準改定に向けた検討作業の開始

・関連統計との比較

・ＳＮＡ概念との整合性の検討（考えられる

論点：投入構造、実質化、部門分割等）

・基礎統計についての検討

○引き続き、次々回基準改定に向けた検討作業

を継続

・試算値の計算

・推計ロジックの確立

○17年基準改定に向けた検討

・現行の推計方法や基礎統計の再検討

○自社開発ソフトウェア推計に関する検討

・推計に用いる基礎統計の検討

・推計ロジックの検討及び確立

○R&D推計についての調査研究の実施

・海外事例の調査

○自社開発ソフトウェアについて17年基準改定

で対応

・コモディティー・フロー法への取り込み

○R&Dの本系列への取り込みについて実務的検討

・産業別推計、実質化、国際取引の取扱い等に

ついての検討

○医療・教育等についての調査研究の実施

・海外事例の調査

○自社開発ソフトウェア推計に関する検討

・推計に用いる基礎統計の検討

・推計ロジックの検討及び確立

○R&D推計についての調査研究の実施

・海外事例の調査

・基礎統計の検討、試算値の計算

○引き続き、R&Dの本系列への取り込みについ

て検討を継続

・推計ロジックの確立

○引き続き、医療・教育等について検討の継続

・検討成果のとりまとめ（例：試算値の計算など）

・必要に応じ、検討結果を踏まえた、更なる深

堀り（例：基礎統計についての検討など）

○デフレーター推計に係るデータ等について

の精査を実施

・外部有識者や日本銀行との意見交換

○17年度基準改定における対応の実施

・データ精査の結果を反映した推計作業の実施

○CPIの基準改定を踏まえた対応の実施

・概念や品目に関するSNAとの整合性について

検討

○CGPIの基準改定を踏まえた対応

・概念や品目に関するSNAとの整合性について

検討

○必要に応じ、日本銀行等と概念や品目に関す

るSNAとの整合性について検討

コ
モ
法
、
デ
フ
レ
ー
タ
ー
等
の
現
行
推
計
の
見
直
し

24年経済

センサス対応

▼



～22年度 23年度 24年度 25年度 26年度～ 次々回基準改定
27年度確報推計

SUTによる推計
システムの検
討及び中間投
入・生産構造や
中間消費・最終
需要の推計精
度向上

【9】
【11】
【12】
【15】

D

E

【7】
【8】
【10】
【34】

93SNA未対応
事項への取
組、次々回基
準改定での導
入に向けた
2008SNAの計
画的取組及び
前倒し対応

B

【1】
【2】
【23】
【24】

経済センサスに
対応した推計シ
ステムの検討、
基礎統計の見
直し等

新しい年次推計方法等の確立とシステムの構築に関する工程表　（その２）

新しい年次推計方法等の確立とシス
テムの構築に係る基本的な進め方

C
【13】
【25】
【29】

所得面からの
GDP推計、分配
面の推計の充
実、制度部門
別勘定の推計

検
討
結
果
を
直
接
的
に
「
新
し
い
年
次
推
計
方
法
等
の
確
立
と
シ
ス
テ
ム
の
構
築
」に
反
映
す
る
個
別
課
題
群

新
し
い
年
次
推
計
シ
ス
テ
ム
の
確
立

17年基準改定

▼

24年経済センサス対応

▼

○海外動向の調査

○概念的な整理

○一次統計の収集・整理、関係省庁との連携
○推計方法の検討

○試算値の作成・評価

○推計方法の精緻化

○推計プログラ

ム構築

○作業マニュアル

整備

○24年経済センサスに向けた補完的な推計

手法の検討

・基礎統計に関する検討（工業統計調査と生

産動態統計の比較等）

・推計ロジックの確立と精度向上

・経済産業省との意見交換の実施

○24年経済センサスに向けた年次推計にお

けるデータ利用の検討

・推計プロセスの検討

○24年経済センサスに向けた補完的な推計手法

の精緻化

○28年経済センサスに向けた推計手法の抜本的

見直しの検討

・基礎統計に関する検討

・推計手法の精緻化

・バランシングなどの計数調整手法の検討

○24年経済センサスを用いた年次推計の実施

（24年度）

○引き続き、28年経済センサスに向けた推計手

法の抜本的見直しの検討を継続

・SUTや分配側推計の検討とも連携した作業の

実施

○分配側GDP推計（年次及び四半期）の検討

を開始

・海外事例の調査

・営業余剰等の推計上の課題の検討

○引き続き、分配側GDP推計及びその拡充の

検討を実施

・基礎統計に関する検討

・試算値の計算

・四半期ベースでの所得支出勘定への展開

可能性の検討

○分配側GDP等に係る推計システム確立に向け

た検討

・計数の精度、安定性等のチェックを踏まえた推計

ロジックの検討

・SUTにおける検討とも連携して、支出面や生産面

の計数との調整方法を検討

・行政記録等追加的な基礎データの利用可能性の検討

○制度部門別の生産及び所得の発生勘定の推計

についての検討

・基礎統計に関する検討

・試算値の計算

○SUTによる推計システムに関する検討を

開始

・海外事例の調査

・現行推計システムにおける課題の検討

・計数調整の方法についての検討

○引き続き、プロトタイプの試作などSUTによる

推計システムに関する検討を継続

・中間投入計数に係る課題の抽出

・最終需要計数に係る課題の抽出

・計数調整手法に係る課題の抽出

○引き続き、SUT推計システムに関する検討を継続

・プロトタイプの完成、試算値の計算

・次々回基準改定に向けた作業方針の検討と作

業の実施

○概括的な整理を実施

・海外動向の調査

・公的部門分類、FISIMについて17年基準改

定に向けた検討

○17年基準改定における対応の実施

・公的部門分類、FISIMについて導入の実施

（08SNAにも対応）

○包括的な作業方針の検討

・海外動向を踏まえた項目別の優先度の検討

・先行的に検討すべき事項への対応（R&Dなど）

・概念整理や基礎統計に関する検討の開始

・他の統計（産業連関表等）との関係の検討

○次々回基準改定での導入に向けた作業の

実施

・導入に向けた作業手順の整理

・利用する基礎統計及び具体的な推計方法の検討

・コモ法の改善や三面推計、SUTなどにおける推計

システム改修とも連携して作業

○前倒し対応

・試算値等の検討成果を随時公表

・検討状況を踏まえ、個別事項について、遡及

可能性を勘案した前倒し導入の実施

経
済
セ
ン
サ
ス‐

活
動
調
査(

28
年
予

定)

等
に
適
合
し
た
年
次
推
計
の
確
立

三
面
推
計
の
実
現
に
よ
る
精
度
向
上

供
給
・使
用
表
の
導
入

に
よ
る
精
度
向
上

の
未
対
応
事
項
や
、

9

3

S

N

A

2

0

0

8

S

N

A
へ
の
対
応

17年基準改定

▼

24年経済

センサス対応

▼



　　　※　　　は既に検討に着手した事項、　　　　は今後検討を開始する事項

～22年度 23年度 24年度 25年度 26年度～ 次々回基準改定
27年度確報推計

a
情報システムの改善
（課題【40】、【41】）

b
国際基準への準拠のうち
優先度の高い事項等
（課題【3】～【6】）

c
四半期推計の諸課題
（課題【19】～【22】,【25】,
【28】,【29】）

d
一次統計等との連携
（課題【2】,【17】,【26】,
【27】）

e
財政統計の整備
（課題【30】～【32】）

f
ストック統計の整備
（課題【33】,【35】～【39】）

新しい年次推計方法等の確立とシステムの構築に関する工程表　（その３）

・情報システムの改善を進め、新しい年次推計方法等の確立のための基盤を構築

・具体的には、政府全体の「電子政府構築計画」に基づき内閣府が策定した、業務・システム最適化計画に

基づいて取り組む

以下の事項について17年基準改定で対応予定

・恒久棚卸法の導入

・時系列「固定資本ストックマトリクス」等の開発

・「投資・除却調査」による投資の詳細把握

・「投資・除却調査」や民間データ等による資産

別経齢プロファイルの推計

以下の事項について17年基準改定で対応予定

・政府財政統計の拡充（付表の追加）

以下の事項について17年基準改定で対応予定

・固定資本減耗の時価評価の導入 ・・公的部門分類の見直し

・FISIMの本体系への移行 自社 ・自社開発ソフトウェアの固定資本への計上

・資本ストック等の未推計項目について、関係府

省等と協力して検討

次々回基準改定までに以下の事項を検討

・恒久棚卸法と国交省「建築物ストック統計」の相互の精度検証

・国富調査による既取得資産の設備投資調査のニーズ調査

・企業と事業所の変換のための基礎統計の検討

以下の事項について結論を得る

・サービスの中間投入構造の把握

・流通在庫などの在庫 ・商品別配分比率

・個人企業 ・企業と事業所の変換

・生産性指標関係

・公共事業予算の執行状況の基礎統計の整備の検討

・政府最終消費（雇用者報酬）の基礎統計の整備の検討

検
討
結
果
を
間
接
的
に
「新
し
い
年
次
推
計
方
法
等
の
確
立
と
シ
ス
テ
ム
の
構
築
」に
反
映
す
る
個
別
課
題
群

・生産面及び分配面からの四半期推計の検討

・リビジョン・スタディの実

施

・季節調整法改善

・四半期分割法変更

・誤差処理の導入

検
討
成
果
を
新
し
い
年
次
推
計
シ
ス
テ
ム
に
反
映

・推計プログ

ラム構築

・作業マニュ

アルの整備

17年基準改定

▼

24年経済センサス対応

▼

マルチ・サーバへの移行



新しい年次推計等の確立とシステムの構築に関する検討体制（プロジェクトチーム等）

国民生産課長

学識経験者の協力

国民経済計算に係る高い学識を有する
研究者の協力（専門的事項の助言等）

経済学や統計学等の素養のある若手
研究者の協力（研究協力者等として、
基礎統計の収集や推計方法の検討）

・

・

日本銀行、民間企業等の協力

日本銀行や民間金融機関等から、統計
作成／経済分析／統計解析等の経験
者を派遣

民間シンクタンク等への請負調査によ
り、各種研究等を実施(23年度関連予
算約10％増(約2,300万円増)）

・

・

研究所での体制強化

国民経済計算部の定員について、22年
度2人増、23年度6人増を実現

経済社会総合研究所の研究官室の協
力を得て、Ｒ＆Ｄ等の研究的色彩の強
い事項について、取組体制を強化 等

・

・

ａ）情報システムの改善

Ｄ）供給・使用表の導
入による精度向上

Ｃ）三面推計の実現に
よる精度向上

Ａ）コモ法、デフレー
ター等の現行推計の見
直し

企画調査課長

国民経済計算部長の主
催により、学識経験者
等の協力を得つつ、各
課題横断的な事項の調
整等をはかる場を設け
る

課題連携会議

検討体制の拡充
プロジェクト
リーダー全体統括

Ｂ）経済センサス‐活動
調査(28年予定)等に適
合した年次推計の確立

総括政策研究官
（国民経済計算部担当）

国民経済計算部長

プロジェクト
チーム

別添２

ｆ）ストック統計の整備

ｃ）四半期推計の諸課題

ｄ）一次統計等との連携

ｅ）財政統計の整備

ｂ）国際基準への準拠のうち優先度の高い事項等
関
連
す
る
他
の
課
題
群

検討の成果を年次の
推計システムに反映

Ｅ）93ＳＮＡの未対応
事項や、2008ＳＮＡへ
の対応

体制拡充の推移

合計 ５８ ６５ ７７ ８１
定員 ５４ ５５ ５７ ６３
定員外 ４ １０ ２０ １８

H20 H21 H22 H23
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国民経済計算における一次統計等の課題 

 

１．基本的な考え方 

基本計画において掲げられている一次統計等の課題について、国民経済計算に

おける位置づけを明確化するとともに、既存の一次統計等の概要と課題を明確化

した。 

今後、国民経済計算と一次統計等の連携を強化し、具体的な整備の在り方につ

いてさらに検討を行う。特に、四半期別ＧＤＰ速報に大きな影響を与える流通在

庫等の在庫に関する一次統計について、重点的に取り組む。 

 

２．ＧＤＰの精度向上に資する一次統計等の課題 

（１）流通在庫等の在庫に関する一次統計等 

  ①国民経済計算推計における位置づけ 

 流通在庫をはじめとする在庫品純増は、長期的なＧＤＰの水準に与える

影響は必ずしも大きくない。 

 しかし、在庫品純増は短期間での変動が大きいため、四半期別ＧＤＰ推

計において極めて重要な位置を占める。例えば、在庫の変動幅の大きさ

(※)は、ＧＤＰの変動幅の大きさの約４割である（流通在庫では約２割）。 

※ 四半期実質季節調整系列の前期差の絶対値平均(94 年 Q1～2010 年 Q4) 

 

②既存の一次統計等の概要と課題 

 現在、四半期及び年次の流通在庫の推計に活用している「商業動態統計

調査（商品手持額関係）」の概要は以下のとおりである。 

・卸売については大規模事業所のみ対象 

・小売については百貨店・スーパーのみ対象 

・速報では品目別情報が得られず総計のみ公表。確報では卸売は 18

分類、小売は 3分類。 

 「法人企業統計(季報)」は、仕掛品在庫及び原材料在庫の四半期推計に

利用している。流通在庫に関するデータ（流通業における棚卸資産）も

公表されているが、以下の点から利用していない。 

・公表日が当該四半期終了の約 2ヶ月後 

・品目別情報が得られない 

・企業統計であり、経済活動別のデータが得られない 

 

（２）公的部門（公共事業の執行状況、政府消費に関する基礎統計） 

  ①国民経済計算推計における位置づけ 

別添３ 
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 公的部門（政府最終消費支出、公的固定資本形成）は、ＧＤＰの構成比

の約４分の１を占める重要な部門であるが、公的固定資本形成等におい

て速報と確報の間で相当程度の改定幅が生じている。 

 公的部門の四半期速報推計においては、標本調査や予算書等を利用して

推計を行っている(※)。一方、確報推計では決算データ等を活用して推

計しており、両者の間にカバレッジの相違等が存在する。 
 

※公的固定資本形成の四半期推計については現在、標本調査である建設工事受注動態統

計等から進捗転換した建設総合統計等を利用している。また、政府最終消費支出につ

いては、予算書及び、都道府県及び政令指定都市の予算の補正状況等に関する地方公

共団体消費状況等調査等を利用している。 
 

②既存の一次統計等の概要と課題 

 現在、中央政府の四半期速報推計に活用できる詳細な決算データは存在

しない。 

 地方政府については、予算の補正状況を調査する「地方公共団体消費状

況等調査」があるが、現在、四半期速報推計で利用可能な決算データは

存在しない。 

 

（３）コモ法における商品別配分比率の推計のための一次統計等 

  ①国民経済計算推計における位置づけ 

 コモ法（コモディティ・フロー法）では、まず、国民経済計算の支出側

推計において、各商品の生産、輸出入、在庫品純増等を把握して「国内

総供給」を推計する。その後、この各商品の「国内総供給」に消費、投

資などの需要項目別配分比率を乗じることで推計を行っている。 

 このように商品別配分比率は極めて重要であるため、我が国のコモ法で

は、できる限り安定的な配分比率が得られるよう約2,000品目という詳

細な分類で設定している。 
 

②既存の一次統計等の概要と課題 

 近年、経済社会構造は急速に変化しているが、商品別の配分比率の時系

列推移を適切に把握するのは極めて困難である。 

 商品別の配分比率の設定については、原則５年ごとに得られる産業連関

表（基本表）がベースとなっている。 

 産業連関表においても、商品の産出先のより適切な把握は課題の一つと

なっており、現在、総務省を中心に関係府省で「産出先調査」の 24 年

度の実施に向けた検討が行われている。 

 

３．国民経済計算全体の充実・精緻化に資する一次統計等の課題 

（１）個人企業の活動把握などに資する一次統計等 



3 
 

  ①国民経済計算推計における位置づけ 

 個人企業の生産活動を把握することは、国民経済計算における基本的な

概念である「制度部門」別のより適切な計数を得るうえで重要。 

 93ＳＮＡにおいて「制度部門別の生産勘定」や「制度部門別と産業別の

クロス分類」の作成が勧告されており、基本計画においても検討課題と

なっている。 
 

②既存の一次統計等の概要と課題 

 我が国において制度部門分割を行うに当たっては、家計部門の生産活動

等に関する一次統計等の不足が、最も大きな課題となっている。 

 個人企業の活動を把握する有力な統計調査に「個人企業経済調査」があ

るが、調査標本数が約 4,000 にとどまっている。 

 

（２）企業統計を事業所単位に変換するコンバーターの在り方 

  ①国民経済計算推計における位置づけ 

 国民経済計算においては経済活動別（事業所単位）の情報が重要である

が、法人企業統計等の企業統計からは事業所単位の情報が把握できない。

近年サービス産業を中心に、一つの企業が多様な事業活動を行う事例が

増加しており、企業統計からは経済活動別の情報の把握が困難。 

 このため、企業統計の各種データを、事業所単位に変換するコンバータ

ーが得られれば、国民経済計算における経済活動別の各種計数の精度向

上に資する可能性がある。 
 

②既存の一次統計等の概要と課題 

 現在、企業統計を事業所単位に変換するコンバーターは存在しない。 

 コンバーターの開発には、「設備投資」「在庫投資」等の項目毎に、各企

業と各事業所間の関係性を解明する必要があるが、これには総務省を中

心に検討が行われているビジネスレジスターの整備・充実が有益となる

可能性。 

 

（３）労働生産性及び全要素生産性指標の整備に向けた一次統計等 

  ①国民経済計算推計における位置づけ 

 近年、社会経済構造の変化に伴い、生産性統計に対するニーズが高まっ

ており、各国等においても、SNA と整合する形での整備が進められてい

る。 

 生産性統計整備の検討にあたっては、まずは比較的容易なマクロの労働

生産性の計測から始め、その後、全要素生産性の計測や、産業別推計・

四半期推計等よりデータ制約が強く高度な推計手法が求められるもの

へと移行していくことが望ましい。 
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②既存の一次統計等の概要と課題 

 まずは、マクロの労働生産性を計測するため、基礎統計が不足している

就業者ベースでの労働投入（労働時間）の把握が課題。 

 次のステップとしては、人的資本を反映させた生産性計測において、質

を考慮した労働投入を把握するため、属性別（学歴、勤続年数、年齢、

性別、職種、職階等）の労働投入データが必要となる。 

 また、ストックのデータの整備については現在、内閣府が恒久棚卸法の

導入に向け作業を進めているが、全要素生産性等の検討に向けてはさら

に純ストックを資本サービスに転換するために追加的なデータが必要

となる。 
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「公的統計の整備に関する基本的な計画」（平成21年3月閣議決定）別表 

（国民経済計算関係部分抜粋） 
 

項 目 具 体 的 な 措 置 、方 策 等 担当府省 実施時期 

１ 統計体系

の根幹とな

る「基幹統

計」の整備 

   

(3) 国 勢 統

計、国民経

済計算、経

済構造統計

の重要性 

○ 平成28年に予定されている経済センサス

‐活動調査の実施までに、関係府省は、経

済構造統計を軸とした産業関連統計の体系

的整備に取り組む。その際、各種一次統計

と国民経済計算の整合性に十分留意すると

ともに、特に内閣府は体系に適合した国民

経済計算の年次推計方法を確立する。 

関係府省 平成21年度

から検討す

る。 

２ 統計相互

の整合性及

び国際比較

可能性の確

保・向上に

関する事項 

(1) 国民経済

計算の整備

と一次統計

等との連携

強化 

ア 推計枠

組みに関

する諸課

題 

○ 国民経済計算及び産業連関表（基本表）

並びに一次統計の各作成部局の間で連携を

図り、必要な検討・調整等を行う。第三者

機関による検討としては、統計委員会国民

経済計算部会の下に産業連関表に関する検

討の場を設け、国民経済計算や他の一次統

計に関する調査審議と連携しながら、産業

連関表に関して基本計画に盛り込まれた事

項をフォローアップするための調査審議を

行う。 

内閣府、

産業連関

表（基本

表）作成

府省庁、

一次統計

作成府省 

平成21年度

から検討す

る。 

○ 固定資本減耗の時価評価（現在は簿価評

価）について、改定される純資本ストック

と整合性を保ちながら、少なくとも大分類、

製造業は中分類程度での推計値を得る。産

業連関表（基本表）においても、その推計

値に基づき導入を行う。 

内閣府、

産業連関

表（基本

表）作成

府省庁 

国民経済計

算は次回の

平成17年基

準改定（以下

「平成17年

基準改定」と

いう。）時、

産業連関表

（基本表）は

次回作成時

の実施を目

指す。 

○ 現在は参考系列になっているＦＩＳＩＭ

について、精度検証のための検討を行い本

内閣府 平成17年基

準改定時に

【１】 

【２】 

【３】 

【４】 

参考 
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項 目 具 体 的 な 措 置 、方 策 等 担当府省 実施時期 

系列へ移行する。なお、四半期推計への導

入については、検討結果によっては、本系

列への移行後においても、ＦＩＳＩＭ導入

による影響を明記することや、その影響を

分離した系列を合わせて公表するなど、利

用者に対する十分な説明を行う。 

移行する。 

○ 自社開発ソフトウェアの固定資本として

の計上について、諸外国と比較可能な計数

の開発を行う。 

○ 一回だけ産出物を生産する育成資産の仕

掛品在庫について、概念的な課題が指摘さ

れている現行推計の改定を行う。 

内閣府 

 

平成17年基

準改定時に

実施する。 

 

○ 公的部門の分類について、総務省を始め

関係府省等の協力を得て、93ＳＮＡの改定

で示された判断基準に即して格付けを見直

すとともに、統一化を図る。 

内閣府、

産業連関

表（基本

表）作成

府省庁 

国民経済計

算は平成17

年基準改定

時、産業連関

表（基本表）

は次回作成

時に実施す

る。 

○ 制度部門別生産勘定及び所得の発生勘定

の構築に向けて、基準年次推計の基準とな

る使用表、その付加価値部門、あるいは関

連する付帯表（固定資本マトリックス）な

ど、列部門を制度部門・産業部門のクロス

分類として作成することの課題を検討す

る。 

内閣府 平成17年基

準改定の次

の基準改定

（以下「次々

回基準改定」

という。）時

における導

入を目指す。

○ 93ＳＮＡの改定について可能な限り早期

に対応する。 

内閣府 次々回基準

改定を待た

ずとも、可能

なものから

年次推計に

おいて対応

する。 

イ 基準年

次推計に

関する諸

○ 国民経済計算及び産業連関表（基本表）

について、詳細な供給・使用表とＸ表（商

品×商品表）からなる体系（ＳＵＴ（Supply 

内閣府、

産業連関

表（基本

平成21年度

から検討す

る。 

【５】 

【７】 

【６】 

【８】 

【９】 
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課題 -Use Tables ）／ＩＯＴ（ Input-Output 

Tables））に移行することについて検討す

る。 

表）作成

府省庁 

○ 間接税及び補助金に関する基礎データ並

びに各種一次統計における間接税の取扱い

を再検討するとともに、基本価格表示によ

る国民経済計算及び産業連関表（基本表）

の作成に向けて検討する。 

内閣府、

産業連関

表（基本

表）作成

府省庁、

一次統計

作成府省 

国民経済計

算は次々回

基準改定に、

産業連関表

（基本表）は

次回作成に

間に合うよ

う検討する。

○ 生産構造及び中間投入構造をより正確に

把握する方法について検討し、把握に当た

っては、報告者の負担が増大しないよう、

米国経済センサスも参考にしつつ、産業別

に調査票を設計する。また、産業・商品（生

産物）分類体系及び経済センサスとの連携

の下で、産業連関表（基本表）及び供給・

使用表の作表における精度向上を図る。 

総務省、

経済産業

省、内閣

府、産業

連 関 表

（ 基 本

表）作成

府省庁 

平成21年度

から検討す

る。 

ウ 年次推

計に関す

る諸課題 

○ 年次ＳＵＴ／ＩＯＴの下で、支出面及び

生産面からの測定値の調整・検討を行うこ

とができるよう、その枠組みを構築する。 

内閣府 次々回基準

改定までに

導入する。 

○ 制度部門別生産勘定及び所得の発生勘定

の作成とともに所得面からの推計によるＧ

ＤＰを開発し、支出、生産及び所得の三面

からの推計による精度検証を行う。 

内閣府 次々回基準

改定におけ

る導入を目

指す。 

○ 国民経済計算の年次産業連関表と産業連

関表（延長表）について、産業・商品（生

産物）分類における統合の検討とともに、

国内生産額、最終需要など共通項目部分に

関する測定方法や基礎統計の差異の検討を

行った上で、整合性の確保を行う。次々回

基準改定以降も更なる整合性確保に向けた

検討を継続する。 

内閣府、

経済産業

省 

次々回基準

改定までに

段階的検討

を行う。 

○ コモ法における商品の需要先への配分

は、建設部門向け中間消費、その他部門向

け中間消費、家計消費、固定資本形成に限

られている。その他部門向け中間消費は、

内閣府 平成17年基

準改定時か

ら段階的に

導入し、次々

【１０】 

【１２】 

【１１】 

【１５】 

【１４】 

【１３】 
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現在、集計ベクトルにより単純化されてい

るが、産業別生産額や中間投入の変動を反

映することにより、中間消費構造の変化と

連動できるようにする。また、最終需要項

目についても、人的推計法（需要側）と物

的接近法（供給側）を有効に組み合わせる

ことにより、費目及び部門の様々な情報を

反映させ、精度向上を図る。 

回基準改定

時までに実

施する。 

○ コモ法の商品分類は、今後改定が予定さ

れる日本標準商品分類との整合性の確保を

図る。建設部門を特別に取り扱う必要はも

はや見出せないことから、いわゆる建設コ

モを廃止し、コモ法における一つの商品と

してそれぞれの建設部門の産出額を推計す

る方法を構築する。現在、市場生産活動の

生産物のみとなっているコモ法の推計対象

を、非市場産出まで拡張する。 

内閣府 平成17年基

準改定時か

ら段階的に

導入し、次々

回基準改定

時までに実

施する。 

○ 関係府省等の協力を得て、月次のサービ

ス産業動向調査ではとらえきれない中間投

入構造などのより詳細な経理項目の把握に

資する基礎統計の整備、流通在庫など在庫

推計のための基礎統計の整備、コモ法にお

ける商品別配分比率の推計のための基礎統

計の整備、個人企業の活動把握などに資す

る基礎統計の整備、企業統計を事業所単位

に変換するコンバーターの在り方、労働生

産性及び全要素生産性指標の整備に向けた

基礎統計の課題などについて、具体的な結

論を得る。 

内閣府 平成17年基

準改定まで

に結論を得

る。 

○ 関係府省等の協力を得て、デフレーター

として本来必要とする価格（生産者価格、

基本価格、購入者価格等）の概念と、利用

する価格指数の概念について整合性を検討

し、また、長期遡及推計についても検討す

る。 

内閣府 平成21年度

から検討す

る。 

エ 四半期

推計に関

する諸課

○ 国民経済計算の改定要因を実証的に詳細

に分析する、いわゆる「リビジョンスタデ

ィ」を早急に実施して、改定幅の大きさの

内閣府 平成21年度

に実施する。

【１８】 

【１７】 

【１６】 

【１９】 
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題 評価やその原因究明を図る。 

○ 関係府省等の協力を得て、季節調整の手

法と年次計数の四半期分割方法について、

様々な手法の長所及び短所を検討する。 

内閣府 平成22年度

末まで１年

から２年程

度かけて望

ましい手法

について結

論を得る。 

○ 四半期推計に用いる一次統計（家計調査、

四半期別法人企業統計等）には、標本替え

等に伴う計数の振れがあり、これが四半期

推計の振れをもたらしている一因とみられ

る。関係府省等の協力を得て、一次統計の

誤差の処理について検討し、可能なものか

ら実施する。 

内閣府 平成21年度

に検討する。

○ 四半期推計に利用する基礎統計の最適な

選択（需要側推計値と供給側推計値を統合

する際のウェイトの選択を含む。）について

検討する。 

内閣府 平成21年度

に検討する。

○ 関係府省等の協力を得て、長期的な取組

として、四半期推計と年次推計の推計方式

を総合的に検討し、最適な推計システムを

定めることを検討する。具体的には、①四

半期推計と年次推計に用いる基礎統計間の

関係の整理（工業統計調査と経済産業省生

産動態統計のかい離縮小等）、②基礎統計の

定義・概念と国民経済計算における定義・

概念との対応の整理、③基礎統計の拡充、

④行政記録情報の活用等の課題について検

討する。 

内閣府 平成21年度

から順次検

討する。 

○ 内閣府は、四半期推計で用いている経済

産業省生産動態統計の使用方法を再検討す

る。また、経済産業省は、経済産業省生産

動態統計と工業統計調査を結合した、より

詳細なデータの提供など、推計の高度化に

資する協力を行う。 

内閣府、

経済産業

省 

平成21年度

に実施する。

○ ①四半期推計で提供される情報の充実

（分配面の情報の充実等）、②長期時系列計

内閣府 平成21年度

から検討す

【２２】 

【２０】 

【２１】 

【２３】 

【２５】 

【２４】 
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数の提供等利用者の要望が多い点に関し

て、検討を開始する。 

る。 

○ 公共事業予算の執行状況に関する統計に

ついて、「中央政府」だけでなく「地方政府」

分も含めた整備を検討する。 

財務省、

総務省、

内閣府 

平成25年度

までに結論

を得る。 

○ 政府最終消費の中の雇用者報酬を推計す

るために、四半期別の公務員数、賃金の情

報が必要である。「中央政府」分については、

内閣府が関係府省等の協力を得て、行政記

録情報の活用による把握を検討する。「地方

政府」分の把握については、内閣府が関係

府省の協力を得て検討する。 

内閣府 平成25年度

までに結論

を得る。 

○ 生産面からの四半期推計を検討するとと

もに、当面は、四半期推計を行うためによ

り有用な基礎情報をどのように確保するか

について、サービス産業動向調査を中心と

して検討する。 

内閣府 平成22年以

降、順次検討

する。 

○ 関係府省等の協力を得て、行政記録情報

の活用等によって、雇用者報酬以外の分配

面からの四半期推計を行うことを検討す

る。 

内閣府 平成25年度

までに結論

を得る。 

(5) 財政統計

の整備 

○ 政府財政統計について、総務省始め関係

府省等の協力を得て、主要項目の推計及び

公表に取り組む。 

内閣府 平成17年基

準改定時を

目途に実施

する。 

○ 資本ストック、金融勘定で未推計となっ

ている項目について、関係府省等の協力を

得つつ、推計方法等を検討し、推計及び公

表することについて結論を得る。 

内閣府 平成25年度

までを目途

に実施する。

○ 総務省始め関係府省等の協力を得て、「中

央政府」の項目については、現在の国民経

済計算推計作業で収集しているデータをＣ

ＯＦＯＧ（政府支出の機能別分類）の２桁

分類に分類し、「地方政府」の項目について

は、地方財政状況調査の分類と対応が取れ

る項目の整備や、対応が取れない項目の推

計方法について検討し、ＣＯＦＯＧの２桁

分類による政府支出推計を行う。 

内閣府 平成17年基

準改定時を

目途に実施

する。 

【２９】 

【２６】 

【２８】 

【２７】 

【３０】 

【３２】 

【３１】 
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(6) ストック

統計の整備 

○ 恒久棚卸法を中心とする標準的な手法に

よってフロー（投資）量と整合的なストッ

ク量の測定を行う。その体系的整備として、

行部門に詳細な資産分類、列部門に制度部

門別産業別分類を持つ、統一された方法論

に基づく時系列「固定資本ストックマトリ

ックス」及びそのための設備投資系列を体

系的に描写する「固定資本マトリックス」

の開発を実施する。また、これと整合的に

固定資本減耗の改定も行う。 

内閣府 平成17年基

準改定時の

導入を目指

す。 

○ 93ＳＮＡの改定に対応した資本サービス

投入量を開発し導入する。 

内閣府 次々回基準

改定時に導

入する。 

○ 上記加工統計（注：国交省が整備する建

築ストックの統計のこと）を基に物的接近

法による金額評価の推計を行うとともに、

恒久棚卸法と方法論的に共通する部分につ

いては整合性を確保し、その上で両推計法

による値について相互の精度検証を行う。 

内閣府 次々回基準

改定時に実

施する。 

 

○ 固定資本マトリックスの基礎統計の整備

のため、民間企業投資・除却調査（うち投

資調査）において、資産別構造、自己所有

資産における大規模修繕や改修など設備投

資の構造についてより詳細な把握を行う。 

内閣府 平成17年基

準改定時に

実施する。 

○ 生産的資本ストック及び純資本ストック

の測定に不可欠な資産別経齢プロファイル

（経齢的な効率性及び価格変化の分布）を

推計するため、民間企業投資・除却調査（う

ち除却調査）の調査結果の蓄積、行政記録

情報等や民間データなどの活用を含め調査

研究を実施する。 

内閣府 平成17年基

準改定時に

実施する。 

○ 関係府省等の協力を得て、国富調査によ

る既取得資産の（取得年別）設備投資調査

に対する社会的ニーズの評価と実施の可能

性に関して検討する。 

内閣府 次々回基準

改定時まで

に結論を得

る。 

○ 関係府省等の協力を得て、企業と事業所

の変換、より直接的な活動分類への調査法

など、資産取得主体としての経済活動を適

内閣府 次々回基準

改定時まで

に結論を得

【３３】 

【３５】 

【３４】 

【３７】 

【３６】 

【３９】 

【３８】 
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切に分類するための手法について検討す

る。 

る。 

２ 統計リソ

ースの確保

及び有効活

用 

○ 国民経済計算について、３年間、研究者

や中核的職員を集中的に投入し、情報源や

指標の利用可能性の検討、推計方法の抜本

的見直し、システム開発を行う。 

内閣府 平成21年度

から検討す

る。 

５ その他 

(2) 研究開発

の推進（情

報通信技術

の 利 活 用

等）と学会

等との連携

強化 

○ 経済産業省、日本銀行、大学、統計関連

学会等の協力も得て、加工統計の処理のた

めの共同研究体を形成し、国民経済計算等

の加工統計の作成方法など、高度な情報通

信技術の利活用による様々な加工統計作成

や統計の高度利活用のための研究開発を推

進する。 

内閣府 平成21年度

から実施す

る。 

 

【４０】 

【４１】 


